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個人情報保護法 いわゆる３年ごと見直し 

制度改正大綱（骨子） 

 

 

 

Ⅰ．個人データに関する個人の権利の在り方 
１．利用の停止、消去、第三者提供の停止の請求に係る要件の緩和 

保有個人データに関する本人の関与を強化する観点から、保有個人データの利

用停止等の請求、第三者提供の停止の請求に係る要件を緩和し、個人の権利の範

囲を広げる。 

 
２．開示のデジタル化の推進 

開示請求に係る現行制度の周知徹底、適正運用を進める。また、開示請求で得

た保有個人データの利用等における本人の利便性向上の観点から、本人が、電磁

的記録の提供を含め、開示方法を指示できるようにする。 

 
３．開示等の対象となる保有個人データの範囲の拡大 

情報化社会の進展によるリスクの変化を踏まえ、本人の開示等の請求対象とな

る保有個人データについて、保存期間により限定しないこととし、現在除外され

ている６か月以内に消去する短期保存データを保有個人データに含める。 

 

４．オプトアウト規制の強化 
名簿の流通により本人の関与が困難となっている現状を踏まえ、オプトアウト

規定により第三者に提供できる個人データの範囲を限定することとする。また、

現在、個人情報取扱事業者に義務付けられている個人データの第三者提供時・第

三者からの受領時の記録を、本人が開示請求できることとするなど、本人の実効

性の関与を高める。 
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Ⅱ．事業者の守るべき責務の在り方 
１．漏えい等報告及び本人通知の義務化 

個人の権利利益の保護及び公平性の観点から、漏えい等の事態を個人情報保護

委員会が早期に把握するとともに、本人において必要な措置を講じることができ

るよう、一定数以上の個人データ漏えい等、一定の類型に該当する場合、速やか

に個人情報保護委員会への報告と本人への通知を行うことを個人情報取扱事業

者に義務付ける。 

 

２．適正な利用義務の明確化 
情報化社会の進展によるリスクの変化を踏まえ、個人情報取扱事業者は、不適

正な方法により個人情報を利用してはならない旨を明確化する。 

 

 

Ⅲ．事業者における自主的な取組を促す仕組みの在り方 
１．認定個人情報保護団体制度の多様化 

個人情報取扱事業者における個人情報を用いた業務実態の多様化や、必要な規

律の在り方の変化を踏まえ、認定個人情報保護団体制度について、その対象事業

者による個人情報の取扱い全般に関する苦情受付、指導等を行う現行制度に加え、

特定の事業活動に限定した活動を行う団体を認定できるよう制度を拡充する。 

 

２．保有個人データに関する公表事項の充実 
個人情報取扱事業者による保有個人データの本人に対する説明の充実を通じ

て、本人の適切な理解と関与を可能とし、個人情報取扱事業者の適正な取扱いを

促す観点から、個人情報の取扱体制や講じている措置の内容、保有個人データの

処理の方法等の本人に説明すべき事項を、法に基づく公表事項（政令事項）とし

て追加する。 
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Ⅳ．データ利活用に関する施策の在り方 
１．「仮名化情報」の創設 

イノベーションを促進する観点から、他の情報と照合しなければ特定の個人を

識別することができないように加工された個人情報の類型として「仮名化情報」

を導入する。仮名化情報については、本人を識別する利用を伴わない、事業者内

部における分析に限定するための一定の行為規制や、仮名化情報に係る利用目的

の特定・公表を前提に、個人の各種請求（開示・訂正等、利用停止等の請求）へ

の対応義務や、取扱いに関する制限を一部緩和する。 

 

２．提供先において個人データとなる場合の規律の明確化 
個人に関する情報の活用手法が多様化する中にあって、個人情報の保護と適正

かつ効果的な活用のバランスを維持する観点から、提供元では個人データに該当

しないものの、提供先において個人データになることが明らかな情報について、

個人データの第三者提供を制限する規律を適用する。 

 

３． 公益目的による個人情報の取扱いに係る例外規定の運用の明確化 

利用目的や第三者提供の制限の例外とされる公益目的による個人情報の取扱

いについて、ガイドラインやＱ＆Ａにおいて具体的事例を追加するなど、国民全

体に利益をもたらすデータ利活用を促進する。 

 

４． 個人情報の保護と有用性に配慮した利活用相談の充実 
利活用を含めた個人情報の取扱いに関し、より相談しやすい環境を求める個人

情報取扱事業者等の声に適切に応えるべく、相談体制の充実・強化を図る。また、

その内容が広く利用され得るものである場合には、ガイドラインやＱ＆Ａにより、

広く周知していくこととする。 

 

 

Ⅴ．ペナルティの在り方 
現行の法定刑について、法人処罰規定に係る重科の導入を含め、必要に応じた

見直しを行う。 
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Ⅵ．法の域外適用の在り方及び越境移転の在り方 
１．域外適用の範囲の拡大 

経済社会活動のグローバル化や越境移転の多様化を踏まえ、日本国内にある者

に係る個人情報又は匿名加工情報を取り扱う外国の事業者を、個人情報保護委員

会による報告徴収及び命令の対象とする。また、事業者が命令に従わなかった場

合には、その旨を委員会が公表できることとする。 

 

２．外国にある第三者への個人データの提供制限の強化 
個人情報の越境移転の多様化に伴い、本人の適切な理解と関与を可能とし、個

人情報取扱事業者による個人情報の適正な取扱いを促す観点から、移転元となる

個人情報取扱事業者に対して、移転先国の名称や個人情報の保護に関する制度の

有無を含む移転先事業者における個人情報の取扱いに関する本人への情報提供

の充実等を求める。本人の同意を根拠に移転する場合の情報提供のほか、移転先

事業者において継続的な適正な取扱いを担保するための体制が整備されている

ことを条件に本人の同意を得ることなく個人データを移転する場合にあっては、

本人の求めがあった場合に情報提供を求める。 

 

 

Ⅶ．官民を通じた個人情報の取扱い 
１．行政機関、独立行政法人等に係る法制と民間部門に係る法制との一元化 

行政機関、独立行政法人等に係る個人情報保護制度に関し、規定や所管が異な

ることにより支障が生じているとの指摘を踏まえ、民間、行政機関、独立行政法

人等に係る個人情報の保護に関する規定を集約・一体化し、これらの制度を個人

情報保護委員会が一元的に所管する方向で、政府としての具体的な検討において、

スケジュール感をもって主体的かつ積極的に取り組む。 

 

２．地方公共団体の個人情報保護制度 
現在条例で定められている地方公共団体が保有する個人情報の取扱いについ

て、法律による一元化を含めた規律の在り方、地方公共団体の個人情報保護制度

に係る国・地方の役割分担の在り方に関する実務的論点について地方公共団体等

と議論を進める。 

 

（以上） 
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